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（１）審議概観

第177回国会において本委員会に付託さ

れた案件は、内閣提出法律案16件（うち

本院先議３件、衆議院継続３件 、本院議）

員提出法律案２件（うち本院継続１件 、）

衆議院提出法律案３件（うち総務委員長

提出２件 、承認案件１件及び日本放送協）

会 ＮＨＫ の決算２件の合計24件であっ（ ）

た。

内閣提出法律案16件はいずれも可決し

た。

東日本院議員提出法律案２件のうち、

本大震災に係る災害復旧及び災害からの

復興のための臨時の交付金の交付に関す

を可決したが 同法律案は衆議る法律案 、

院において、本院継続の１件は引き続き

本院において、いずれも継続審査となっ

た。

衆議院提出法律案３件はいずれも可決

した。

承認案件１件及びＮＨＫ決算２件は、

いずれも承認又は是認した。

また、本委員会付託の請願２種類６件

のうち、１種類３件を採択した。

〔法律案等の審査〕

地方税法の一部を改東日本大震災対応

は、東日本大震災の被災者正する法律案

等の負担の軽減を図る等のため、固定資

産税及び都市計画税の課税免除等の措置

並びに個人住民税、不動産取得税、自動

車取得税、自動車税等に係る特例措置を

講じようとするものである。委員会にお

いては、本法律案の適用対象、いわゆる

「トリガー条項」に対する認識、地方税

減免に対する財政措置の在り方等につい

て質疑が行われた。質疑終局後、みんな

の党より、東日本大震災により著しい被

害を受けた県として総務大臣が指定する

県においては、引き続き、いわゆる「ト

リガー条項」を適用することを内容とす

る修正案が提出された。採決の結果、修

正案は賛成少数によって否決され、本法

律案は全会一致をもって原案どおり可決

した。

平成二十三年度分の地方交付税の総額

は、東日本大震の特例等に関する法律案

、災に係る特別の財政需要に対応するため

平成23年度分の地方交付税の総額に1,200



億円を加算するとともに、同加算額の全

額を特別交付税とする特例を設けようと

するものである。委員会においては、特

、別交付税増額の位置付けと交付対象経費

特別交付税算定における透明性確保等に

ついて質疑が行われた後 全会一致をもっ、

て原案どおり可決した。

東日本大震災に伴う地上デジタル放送

は、に係る電波法の特例に関する法律案

東日本大震災により甚大な被害を受けた

地域において地上デジタル放送の受信に

必要な設備の整備が困難となっているこ

とに対処するため、地上アナログ放送局

の周波数の使用の期限及び当該周波数を

使用する無線局の免許の有効期間を延長

する等の電波法の特例を定めるものであ

る。委員会においては、アナログ停波を

延期する理由、放送局への支援策と予算

措置の在り方、共聴施設改修支援の必要

性等について質疑が行われた後、全会一

致をもって原案どおり可決した。なお、

附帯決議が付された。

東日本大震災における原子力発電所の

事故による災害に対処するための避難住

民に係る事務処理の特例及び住所移転者

は、東日本大に係る措置に関する法律案

震災における原子力発電所の事故による

災害の影響により多数の住民がその属す

る市町村の区域外に避難し、又は住所を

移転することを余儀なくされた事態に対

処するため、避難住民に係る事務を避難

先の地方公共団体において処理すること

とすることができる特例を設けるととも

に、住所移転者に係る措置を定めようと

するものであり、衆議院において、東日

本大震災に係る避難者に対する役務の提

供に関する措置を追加する修正が行われ

た。

東日本大震災における原子力発電所の

事故による災害に対処するための地方税

法及び東日本大震災に対処するための特

別の財政援助及び助成に関する法律の一

は、東日本大震災に部を改正する法律案

おける原子力発電所の事故による災害に

対処するため、固定資産税及び都市計画

税の課税免除等の措置並びに不動産取得

税、自動車取得税、自動車税等に係る特

例措置を講ずることとし、あわせて、こ

れらの措置による減収額を埋めるための

地方債の特例措置等を講じようとするも

のである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、政府案が事務処理特例の対

象を原発事故に伴う避難者に限定した理

由、事務処理の特例に伴い国が講じる財

政上の措置、地方税の特例に伴う自治体

の減収見込額とその補てん措置等につい

て質疑が行われた後、順次採決の結果、

両法律案はいずれも全会一致をもって原

案どおり可決した。なお、原発避難者事

務処理特例法案に対し、附帯決議が付さ

れた。

東日本大震災による被害を受けた合併

市町村に係る地方債の特例に関する法律

は、東日本大震災による被害を受けた案

合併市町村の実情に鑑み、当該合併市町

村が旧合併特例法第11条の２第１項に規

定する合併特例債を起こすことができる

。期間の特例を定めようとするものである

委員会においては、衆議院総務委員長代

理坂本哲志君から趣旨説明を聴取し、延

長措置の対象合併市町村の拡大と更なる

期間延長の必要性、合併市町村における

市町村建設計画と復興計画の整合性、被

災した合併市町村に対する財政措置の在

り方等について質疑が行われた後、全会

。 、一致をもって原案どおり可決した なお

附帯決議が付された。



東日本大震災に係る災害復旧及び災害

からの復興のための臨時の交付金の交付

は、東日本大震災の被害に関する法律案

が甚大であるため、その被害を受けた市

町村に対し特別な財政支援が必要である

ことに鑑み、当分の間の措置として、東

日本大震災に係る災害復旧及び災害から

の復興のための事業又は事務に要する経

費に充てるために市町村に交付する交付

金について定めようとするものである。

委員会においては、本臨時交付金の復興

施策全体における位置付け、交付金総額

の積算根拠、所管大臣である総務大臣の

広範な裁量権と恣意性の排除等について

質疑が行われた。本法律案は予算を伴う

ものであることから、国会法第57条の３

の規定に基づき内閣から意見を聴取し、

討論の後、多数をもって原案どおり可決

した。なお、附帯決議が付された。

地域主権改革の地域の自主性・自立性

推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律案 国と地方の協議の場に関する、

法律案 地方自治法の一部を改正する及び

は、第174回国会において本院で政法律案

府原案どおり可決し、衆議院で継続審査

中であったが、第177回国会において修正

議決の上、本院へ送付されてきたもので

ある。

地域主権改革推進一括法案は、地方公

共団体に対する事務の処理又はその方法

の義務付けを規定している関係法律の改

正等を行おうとするものであり、衆議院

において、題名を改めること 「地域主権、

改革」の用語及び地域主権戦略会議に係

る規定を削除すること、地方分権改革推

進委員会の勧告に即した措置の実施に関

する規定を追加すること等の修正が行わ

れた。

、国と地方の協議の場に関する法律案は

国と地方の協議の場に関し、その構成及

び運営、協議の対象等を定めようとする

ものであり、衆議院において、地域主権

改革推進一括法案の修正に伴い、所要の

修正が行われた。

地方自治法一部改正案は、地方議会の

議員定数設定の自由化、共同設置が可能

な機関の範囲の拡大等の措置を講ずると

ともに、直接請求の制度の適正な実施を

確保するために必要な改正等を行おうと

するものであり、衆議院において、所要

。の規定を整理するための修正が行われた

委員会においては、３法律案を一括し

、 、て議題とし 法律案修正の理由及び経緯

国と地方の協議の場の協議対象、児童福

祉施設の最低基準を条例委任する問題点

。 、等について質疑が行われた 質疑終局後

みんなの党より、地域主権改革推進一括

法案及び国と地方の協議の場に関する法

律案に対し 「地域主権改革」の用語を用、

いること等を内容とする修正案が提出さ

れた。討論の後、順次採決の結果、地域

主権改革推進一括法案及び国と地方の協

議の場に関する法律案について、両修正

案は賛成少数により否決され、両法律案

は多数をもって原案どおり可決した。地

方自治法一部改正案については多数を

もって原案どおり可決した。なお、地域

主権改革推進一括法案及び国と地方の協

議の場に関する法律案に対し、附帯決議

が付された。

地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整

は、地域の自主性及び備に関する法律案

自立性を高めるための改革を総合的に推

進するため、都道府県の権限の市町村へ

の移譲を行うとともに、地方公共団体に

対する義務付けを規定している関係法律

を改正する等の措置を講じようとするも



のである。委員会においては、自治体の

、国等への寄附に係る関与の廃止への懸念

地方債協議制度見直しの意義、国の出先

機関改革の具体的見通し等について質疑

が行われ、討論の後、多数をもって原案

どおり可決した。なお、附帯決議が付さ

れた。

地方公務員等共済組合法の一地方行政

は、地方議会議員年部を改正する法律案

金の財政状況を踏まえて当該年金の制度

を廃止するとともに、これに伴う経過措

置として、廃止前に共済給付金の給付事

由が生じた者等に対する一定の給付措置

を講じようとするものである。委員会に

おいては、年金制度の廃止に伴う地方負

担の見通し、年金財政の悪化要因、地方

議会議員の処遇の在り方等について質疑

が行われた後、全会一致をもって原案ど

おり可決した。なお、附帯決議が付され

た。

公害の防止に関する事業に地方税財政

係る国の財政上の特別措置に関する法律

は、引き続き公の一部を改正する法律案

害防止対策事業の促進を図るため 「公害、

の防止に関する事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律」の適用期限を10

年間延長するとともに、廃棄物処理施設

の設置の事業等について、同法律の対象

事業から除くこととしようとするもので

ある。委員会においては、質疑を行った

後、全会一致をもって原案どおり可決し

た。

地方交付税法等の一部を改正する法律

は、平成23年度分の地方交付税の総額案

の特例措置を講ずるほか、地方交付税の

単位費用等の改正を行うとともに、普通

交付税と特別交付税との割合を改め、あ

わせて、地方特例交付金制度の改正等を

行おうとするものであり、衆議院におい

て、地方交付税総額における特別交付税

の割合を６パーセントから４パーセント

に引き下げる改正の実施を３年間凍結す

る等の修正が行われた。委員会において

は、大震災が地方財政に与える影響、特

別交付税制度の在り方、地方交付税総額

の確保と中期財政フレームの見直しの必

、 、要性等について質疑が行われ 討論の後

多数をもって原案どおり可決した。

国民生活等の混乱を回避するための地

は 平成23方税法の一部を改正する法律案 、

年度の税制改正に係る地方税法等の一部

を改正する法律案の法律としての施行が

、平成23年４月１日の後となる場合に備え

その際の国民生活等の混乱を回避する観

点から、同年３月31日に期限の到来する

税負担軽減措置等について、その期限を

暫定的に同年６月30日まで延長する措置

を講じようとするものである。委員会に

おいては、衆議院議員石田真敏君から趣

旨説明を聴取し、討論の後、多数をもっ

て原案どおり可決した。

現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に

対応して税制の整備を図るための地方税

は、現下の法等の一部を改正する法律案

厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して

税制の整備を図る観点から、寄附金税額

控除の対象の見直し及び適用下限額の引

下げ並びに個人住民税等の脱税犯に係る

懲役刑の上限の引上げ等の罰則の見直し

を行うとともに、税負担軽減措置等の整

理合理化等を行おうとするものである。

委員会においては、ＮＰＯ法人に対する

支援と寄附金税制の在り方、固定資産評

価見直しの必要性、被災自治体の税収見

、通しと補填措置等について質疑が行われ

討論の後、多数をもって原案どおり可決

した。なお、附帯決議が付された。

運輸事業の振興の助成に関する法律案



は、軽油引取税の税率について特例が設

けられていることが軽油を燃料とする自

動車を用いて行われる運輸事業に与える

影響に鑑み、当該事業に係る費用の上昇

の抑制及び輸送力の確保に資し、もって

国民の生活の利便性の向上及び地球温暖

化対策の推進に寄与するため、当分の間

の措置として、当該事業の振興を助成す

るための措置について定めようとするも

のである。委員会においては、衆議院総

務委員長代理赤澤亮正君から趣旨説明を

聴取し、運輸事業振興助成交付金の創設

経緯と果たしてきた役割、本法施行後に

おける同交付金の交付の見通し、同交付

金基準額の確実な交付を担保する方法等

について質疑が行われた後、全会一致を

もって原案どおり可決した。なお、附帯

決議が付された。

電波法の一部を改正する法律情報通信

は、電波の有効利用を促進する観点か案

ら、電波利用料の適正性を確保するため

その料額を改定するとともに、周波数の

再編を迅速に行うことを可能とするため

携帯電話等の特定基地局の開設計画の認

定に関する所要の措置等を行おうとする

ものである。

電気通信事業法及び日本電信電話株式

会社等に関する法律の一部を改正する法

は、電気通信事業者間の公正な競争律案

を促進するため、第一種指定電気通信設

備を設置する電気通信事業者に対する反

競争的行為の防止に係る規制の実効性を

確保するための措置を講ずるとともに、

東日本電信電話株式会社等に対する業務

規制の手続を緩和しようとするものであ

る。

電気通信基盤充実臨時措置法の一部を

は、現下の経済情勢を踏改正する法律案

まえつつ電気通信基盤の整備の促進を引

き続き行っていくため、電気通信基盤充

実臨時措置法の廃止期限を延長するとと

もに、高度通信施設整備事業を見直すほ

か、独立行政法人情報通信研究機構が行

う利子助成業務を廃止しようとするもの

である。

委員会においては、３法律案を一括し

て議題とし、周波数オークションに対す

る総務省の立場、ＮＴＴ東西の機能分離

を行うメリット・デメリット 「光の道」、

構想の目的・効果等について質疑が行わ

れ、討論の後、順次採決の結果、電波法

改正案は全会一致をもって、事業法及び

ＮＴＴ法改正案及び基盤法改正案はそれ

、 。ぞれ多数をもって 原案どおり可決した

なお、３法律案に対し、附帯決議が付さ

れた。

放送法第三十七条第二項の規定ＮＨＫ

に基づき、承認を求めるの件（いわゆる

は、収支予算でＮＨＫ平成23年度予算）

は 一般勘定事業収支において 収入が6,、 、

926億円、支出が6,886億円であり、事業

収支差金が40億円となっており、事業計

画では、テレビジョン放送の完全デジタ

ル化に向けた万全な対策の実施、テレビ

ジョン放送４波の個性を発揮したサービ

スの実施、視聴者からの信頼を高めるた

めの組織改革等に取り組むこととしてい

る。委員会においては、不祥事の再発防

止策、今般の大震災を受けての被災者に

配慮した放送、予算の見直しの要否その

他のＮＨＫの対応、公共放送の在り方に

ついての新会長の所信等について質疑が

、 。行われた後 全会一致をもって承認した

なお、附帯決議が付された。

日本放送協会平成二十年度財産目録、

貸借対照表、損益計算書、資本等変動計

算書及びキャッシュ・フロー計算書並び

にこれらに関する説明書 日本放送協及び



、 、会平成二十一年度財産目録 貸借対照表

損益計算書 資本等変動計算書及びキャッ、

シュ・フロー計算書並びにこれらに関す

は、日本放送協会の平成20年度る説明書

及び21年度決算について、放送法の定め

により、会計検査院の検査を経て、内閣

から提出されたものである。

平成20年度の貸借対照表の一般勘定に

ついては、同年度末現在、資産合計は8,2

35億円、負債合計は2,729億円、純資産合

計は5,505億円となっている。損益計算書

の一般勘定については 経常事業収入は6,、

616億円 経常事業支出は6,288億円となっ、

ており、経常事業収支差金は327億円と

なっている。

平成21年度の貸借対照表の一般勘定に

ついては 同年度末現在 資産合計は8,533、 、

億円、負債合計は2,904億円、純資産合計

は5,629億円となっている。損益計算書の

一般勘定については、経常事業収入は

6,655億円、経常事業支出は6,462億円と

なっており、経常事業収支差金は193億円

となっている。

委員会においては、両件を一括して議

題とし 平成24年度からの受信料の10パー、

セント還元の見通し、ＮＨＫ経営委員会

の在り方、ＮＨＫの経営の合理化等につ

いて質疑が行われ、いずれも全会一致を

もって是認した。

〔国政調査等〕

、横浜市及び横須賀市における２月10日

情報通信に関する実情調査のため、ＮＨ

Ｋ横浜放送局及び横須賀リサーチパーク

に視察を行った。

、行政制度、地方行財政、消防３月10日

行政、情報通信行政等の基本施策に関す

る件について片山総務大臣から、郵政改

革の基本施策に関する件について自見国

務大臣から、それぞれ所信を聴取し、平

成23年度総務省関係予算に関する件につ

いて平岡総務副大臣から、平成23年度人

事院業務概況及び関係予算に関する件に

ついて江利川人事院総裁から、それぞれ

説明を聴取した。

、行政制度、地方行財政、消防３月24日

行政、情報通信行政等の基本施策に関す

る件、郵政改革の基本施策に関する件及

び平成23年度人事院業務概況に関する件

について、地方交付税の交付団体が減税

を行うことの是非、被災した自治体に対

する国の人的支援策、震災に伴いテレビ

放送完全デジタル化を延期する可能性、

被災地のがれき処理費用を全額国庫負担

とする必要性等の質疑を行った。

、 、３月25日 予算委員会から委嘱を受けた

平成23年度内閣所管（人事院）及び総務

省所管（公害等調整委員会を除く）の予

算の審査を行い、臨時財政対策債の残高

減額よりも交付税特別会計借入金の償還

を優先した理由、震災で被害を受けた通

信インフラの復旧対策、地方自治制度の

見直しにおける慎重な検討及び適正な手

続の必要性、被災地での雇用創出に向け

て緊急地域雇用創出事業を実施する必要

性等の質疑を行った。

、平成23年度地方財政計画に関３月30日

する件について片山総務大臣から概要説

明を聴取した後、鈴木総務副大臣から補

足説明を聴取した。

平成二十三年東北地方太平洋沖地また、

震への対応及び自立的かつ持続的な財政

運営を可能とする地方財政制度の構築に

を行った。関する決議

、東日本大震災に係る総務省の４月12日

取組状況に関する件について片山総務大

臣から説明を聴取した。

また、行政制度、公務員制度、地方行



財政、選挙、消防、情報通信及び郵政事

業等に関する調査を行い、統一地方選挙

における浦安市の対応、東日本大震災に

おける消防団活動、被災者への生活保護

支給、地域防災計画の在り方等について

質疑を行った。

、行政制度、公務員制度、地方５月10日

行財政、選挙、消防、情報通信及び郵政

事業等に関する調査を行い、下水道事業

の経営状況、国家公務員の制度改革及び

、 、給与削減 高齢者部分休業制度の在り方

原子力災害避難区域の自治体に関する地

方交付税算定等について質疑を行った。

、東日本大震災による自治体行５月12日

政機能、消防、情報通信及び郵政事業の

被害状況等に関する実情調査のため宮城

県に委員派遣を行った。

、上記委員派遣について派遣委５月17日

員から報告を聴取した。

また、行政制度、公務員制度、地方行財

政、選挙、消防、情報通信及び郵政事業

等に関する調査を行い、被災地の要望す

る一括交付金創設、東日本大震災が被災

地の過疎化に与える影響、地方公務員給

与の削減、被災者に対する郵政サービス

の一体的提供等について質疑を行った。

、行政制度、公務員制度、地方６月16日

行財政、選挙、消防、情報通信及び郵政

事業等に関する調査を行い、社会保障と

税の一体改革、地方公務員制度に対する

国の関与の在り方、被災地のがれき処理

における国の役割、原発事故の被災者及

び被災自治体への支援等について質疑を

行った。

、地上デジタル放送への完全移８月２日

行に関する件について片山総務大臣から

説明を聴取した。

き下げるとともに、当分の間、55歳を超

（２）委員会経過

○平成23年２月９日(水)（第１回）

行政制度、公務員制度、地方行財政、選挙、

消防、情報通信及び郵政事業等に関する調査

を行うことを決定した。

○平成23年３月10日(木)（第２回）

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の基本施策に関する件について片山総

務大臣から所信を聴いた。

郵政改革の基本施策に関する件について自見

国務大臣から所信を聴いた。

平成23年度総務省関係予算に関する件につい

て平岡総務副大臣から説明を聴いた。

平成23年度人事院業務概況及び関係予算に関

する件について江利川人事院総裁から説明を

聴いた。

○平成23年３月24日(木)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

行政制度、地方行財政、消防行政、情報通信

行政等の基本施策に関する件、郵政改革の

基本施策に関する件及び平成23年度人事院

、業務概況に関する件について片山総務大臣

自見国務大臣、鈴木総務副大臣、平岡総務

副大臣、 坂総務大臣政務官及び政府参考

人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

山崎力君（自民 、魚住裕一郎君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律の一部を改正する法

について律案（閣法第６号 （衆議院送付））

片山総務大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成23年３月25日(金)（第４回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成二十三年度一般会計予算（衆議院送付）

平成二十三年度特別会計予算（衆議院送付）

平成二十三年度政府関係機関予算（衆議院送

付）



（内閣所管（人事院）及び総務省所管（公害

について片山総務大等調整委員会を除く ））

臣、鈴木総務副大臣、平岡総務副大臣及び

坂総務大臣政務官に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

中西祐介君（自民 、藤川政人君（自民 、） ）

石川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

本委員会における委嘱審査は終了した。

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律の一部を改正する法律

について片案（閣法第６号 （衆議院送付））

山総務大臣及び政府参考人に対し質疑を行っ

た後、可決した。

〔質疑者〕

山下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（閣法第６号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

○平成23年３月30日(水)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成23年度地方財政計画に関する件について

片山総務大臣から概要説明を聴いた後、鈴木

総務副大臣から補足説明を聴いた。

地方交付税法等の一部を改正する法律案（閣

について片山総務法第５号 （衆議院送付））

大臣から趣旨説明を、衆議院における修正部

分について修正案提出者衆議院議員西博義君

から説明を聴き、同坂本哲志君、片山総務大

臣、森田総務大臣政務官、 坂総務大臣政務

官及び政府参考人に対し質疑を行い、討論の

後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、松下新平君 自民 魚住裕一郎君 公明

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（閣法第５号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

平成二十三年東北地方太平洋沖地震への対応

及び自立的かつ持続的な財政運営を可能とす

を行っる地方財政制度の構築に関する決議

た。

国民生活等の混乱を回避するための地方税法

の一部を改正する法律案（衆第５号 （衆議）

について発議者衆議院議員石田真敏院提出）

、 、 。君から趣旨説明を聴き 討論の後 可決した

（衆第５号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

○平成23年３月31日(木)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

放送法第三十七条第二項の規定に基づき、承

認を求めるの件（閣承認第２号 （衆議院送）

、付）について片山総務大臣から趣旨説明を

参考人日本放送協会会長松本正之君から説

明を聴き、同大臣、平岡総務副大臣、政府

参考人、参考人日本放送協会会長松本正之

君、同協会理事吉国浩二君、同協会理事今

井環君、同協会専務理事日向英実君、同協

会理事大西典良君、同協会経営委員会委員

長職務代行者安田喜憲君、同協会技師長・

専務理事永井研二君及び同協会専務理事金

田新君に対し質疑を行った後、承認すべき

ものと議決した。

〔質疑者〕

山本一太君（自民 、石川博崇君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（閣承認第２号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成23年４月12日(火)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

東日本大震災に係る総務省の取組状況に関す

る件について片山総務大臣から説明を聴い



た。

統一地方選挙における浦安市の対応に関する

件、東日本大震災における消防団活動に関す

る件、東日本大震災に伴う地方交付税措置に

関する件、被災者への生活保護支給に関する

件、被災者の生業支援に関する件、地域防災

計画の在り方に関する件、被災地域における

地上テレビ放送の完全デジタル化に関する

件、郵政改革に関する件等について片山総務

、 、 、大臣 平岡総務副大臣 坂総務大臣政務官

森田総務大臣政務官、中山経済産業大臣政務

官、政府参考人及び参考人日本郵政株式会社

専務執行役中城吉郎君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

難波奨二君（民主 、礒崎陽輔君（自民 、） ）

岸宏一君（自民 、石川博崇君（公明 、寺） ）

田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、片） ）

山虎之助君（日改 、又市征治君（社民））

○平成23年４月19日(火)（第８回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

（ ）電波法の一部を改正する法律案 閣法第34号

電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等

に関する法律の一部を改正する法律案（閣法

第35号）

電気通信基盤充実臨時措置法の一部を改正す

る法律案（閣法第36号）

以上３案について片山総務大臣から趣旨説明

を聴き、同大臣、平岡総務副大臣及び政府参

考人に対し質疑を行い、討論の後、いずれも

可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、世耕弘成君 自民 魚住裕一郎君 公明

小熊慎司君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（閣法第34号）

賛成会派 民主、自民、公明、みん、共産

日改、社民

反対会派 なし

（閣法第35号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

（閣法第36号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

なお、３案について附帯決議を行った。

○平成23年４月26日(火)（第９回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地方税法の一部を改正する法律案（閣法第58

について片山総務大臣か号 （衆議院送付））

、 、 、ら趣旨説明を聴き 同大臣 鈴木総務副大臣

平岡総務副大臣、松下経済産業副大臣、大塚

厚生労働副大臣、 坂総務大臣政務官、和田

内閣府大臣政務官、尾立財務大臣政務官、小

林厚生労働大臣政務官、田嶋経済産業大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行った後、

可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、石橋通宏君 民主 片山さつき君 自民

（ ）、 （ ）、魚住裕一郎君 公明 寺田典城君 みん

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

（閣法第58号）

賛成会派 民主、自民、公明、みん、共産

日改、社民

反対会派 なし

地域主権改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律案（第174回国会閣法第56

号 （衆議院送付））

国と地方の協議の場に関する法律案（第174

回国会閣法第57号 （衆議院送付））

地方自治法の一部を改正する法律案（第174

回国会閣法第58号 （衆議院送付））

以上３案について片山国務大臣から趣旨説明

を、衆議院における修正部分について修正

案提出者衆議院議員坂本哲志君から説明を

聴いた。

委員派遣を行うことを決定した。

○平成23年４月28日(木)（第10回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地域主権改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律案（第174回国会閣法第56



号 （衆議院送付））

国と地方の協議の場に関する法律案（第174

回国会閣法第57号 （衆議院送付））

地方自治法の一部を改正する法律案（第174

回国会閣法第58号 （衆議院送付））

以上３案について修正案提出者衆議院議員坂

本哲志君、片山国務大臣、大塚厚生労働副大

臣、小宮山厚生労働副大臣、 坂総務大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行い、討論

の後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

小西洋之君（民主 、礒崎陽輔君（自民 、） ）

石川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

吉田忠智君（社民）

（第174回国会閣法第56号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

（第174回国会閣法第57号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

（第174回国会閣法第58号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

なお、地域主権改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律案（第174回国会閣

法第56号 （衆議院送付）及び国と地方の協）

議の場に関する法律案（第174回国会閣法第5

7号 （衆議院送付）について附帯決議を行っ）

た。

○平成23年５月２日(月)（第11回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成二十三年度分の地方交付税の総額の特例

等に関する法律案（閣法第64号 （衆議院送）

について片山総務大臣から趣旨説明を聴付）

き、同大臣、近藤環境副大臣、鈴木総務副大

臣、平岡総務副大臣、大塚厚生労働副大臣、

森田総務大臣政務官、中山経済産業大臣政務

官、林文部科学大臣政務官、 坂総務大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行った後、

可決した。

〔質疑者〕

中西祐介君（自民 、石川博崇君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 吉田忠智君 社民

（閣法第64号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

○平成23年５月10日(火)（第12回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

被災自治体への人的支援に関する件、下水道

事業の経営状況に関する件、被災地の意向

を反映した復興の在り方に関する件、国家

、公務員の制度改革及び給与削減に関する件

被災３県における地上テレビ放送の完全デ

ジタル化延期に関する件、高齢者部分休業

制度の在り方に関する件、原発事故に対す

る東京電力の責任に関する件、被災地にお

ける保育の在り方に関する件、被災地にお

けるボランティア活動支援体制整備に関す

る件、原子力災害避難区域の自治体に関す

る地方交付税算定に関する件等について片

山総務大臣、鈴木総務副大臣、平岡総務副

大臣、笹木文部科学副大臣、松下経済産業

副大臣、 坂総務大臣政務官、森田総務大

臣政務官、小林厚生労働大臣政務官、岡本

厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕

行田邦子君（民主 、山崎力君（自民 、藤） ）

川政人君（自民 、魚住裕一郎君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

地方公務員等共済組合法の一部を改正する法

について律案（閣法第41号 （衆議院送付））

片山総務大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成23年５月17日(火)（第13回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。



派遣委員から報告を聴いた。

緊急消防援助隊設備整備費補助金の在り方に

関する件、被災地の要望する一括交付金創

設に関する件、国家公務員給与の一割削減

に関する件、東日本大震災が被災地の過疎

化に与える影響に関する件、地方公務員給

与の削減に関する件、下水処理場汚泥から

検出された放射性物質対策に関する件、被

災地のがれき処理に関する件、被災者に対

する郵政サービスの一体的提供に関する件

等について片山総務大臣、福山内閣官房副

長官、近藤環境副大臣、小林厚生労働大臣

政務官、 高環境大臣政務官、田名部農林

水産大臣政務官、尾立財務大臣政務官、江

利川人事院総裁、政府参考人及び参考人日

本郵政株式会社専務執行役 尾親徳君に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

吉川沙織君（民主 、山本順三君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、西田昌司君 自民 魚住裕一郎君 公明

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

○平成23年５月19日(木)（第14回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

地方公務員等共済組合法の一部を改正する法

について律案（閣法第41号 （衆議院送付））

片山総務大臣、櫻井財務副大臣及び政府参考

人に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

藤川政人君（自民 、石川博崇君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（閣法第41号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成23年５月26日(木)（第15回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

日本放送協会平成二十年度財産目録、貸借対

照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに

関する説明書

日本放送協会平成二十一年度財産目録、貸借

対照表、損益計算書、資本等変動計算書及

びキャッシュ・フロー計算書並びにこれら

に関する説明書

以上両件について片山総務大臣、参考人日本

放送協会会長松本正之君及び会計検査院当

局から説明を聴き、片山総務大臣、平岡総

務副大臣、政府参考人、会計検査院当局、

参考人日本放送協会会長松本正之君、同協

会経営委員会委員長數土文夫君、同協会理

事今井環君、同協会理事冷水仁彦君、同協

会経営委員会委員井原理代君、同協会経営

委員会委員長職務代行者安田喜憲君、同協

会専務理事金田新君、同協会理事大西典良

君、同協会技師長・専務理事永井研二君及

び同協会理事吉国浩二君に対し質疑を行っ

、 。た後 いずれも是認すべきものと議決した

〔質疑者〕

難波奨二君（民主 、石橋通宏君（民主 、） ）

（ ）、 （ ）、山本一太君 自民 片山さつき君 自民

山本順三君（自民 、藤川政人君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、魚住裕一郎君 公明 石川博崇君 公明

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（ＮＨＫ平成20年度決算）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

（ＮＨＫ平成21年度決算）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

○平成23年５月31日(火)（第16回）

東日本大震災に伴う地上デジタル放送に係る

（ ）電波法の特例に関する法律案 閣法第69号

について片山総務大臣から（衆議院送付）

趣旨説明を聴いた。

○平成23年６月７日(火)（第17回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

東日本大震災に伴う地上デジタル放送に係る



電波法の特例に関する法律案（閣法第69号）

について片山総務大臣、平岡（衆議院送付）

総務副大臣、森田総務大臣政務官及び政府参

考人に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

山崎力君（自民 、石川博崇君（公明 、寺） ）

田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、片） ）

山虎之助君（日改 、又市征治君（社民））

（閣法第69号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成23年６月16日(木)（第18回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

社会保障と税の一体改革に関する件、緊急警

報放送の普及に関する件、国家公務員制度改

革に関する件、国と地方の協議の場の在り方

に関する件、地方公務員制度に対する国の関

与の在り方に関する件、日本郵政グループに

おけるパワーハラスメントに関する件、被災

地のがれき処理における国の役割に関する

件、原発事故の被災者及び被災自治体への支

援に関する件等について片山総務大臣、平岡

総務副大臣、近藤環境副大臣、末松内閣府副

、 、 、大臣 大塚厚生労働副大臣 櫻井財務副大臣

内山総務大臣政務官、 坂総務大臣政務官、

江利川人事院総裁、政府参考人、参考人日本

放送協会技師長・専務理事永井研二君、日本

郵政株式会社取締役兼代表執行役社長齋藤次

郎君及び同株式会社専務執行役中城吉郎君に

対し質疑を行った。

〔質疑者〕

武内則男君（民主 、礒崎陽輔君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、魚住裕一郎君 公明 寺田典城君 みん

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応し

て税制の整備を図るための地方税法等の一部

を改正する法律案（閣法第83号 （衆議院送）

について片山総務大臣から趣旨説明を聴付）

いた。

○平成23年６月21日(火)（第19回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応し

て税制の整備を図るための地方税法等の一部

を改正する法律案（閣法第83号 （衆議院送）

、 、付）について片山総務大臣 鈴木総務副大臣

笹木文部科学副大臣、末松内閣府副大臣、

坂総務大臣政務官、尾立財務大臣政務官、市

村国土交通大臣政務官、中山経済産業大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行い、討論

の後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、若林健太君 自民 片山さつき君 自民

石川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

（閣法第83号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民

反対会派 共産

なお、附帯決議を行った。

○平成23年８月２日(火)（第20回）

地上デジタル放送への完全移行に関する件に

ついて片山総務大臣から説明を聴いた。

東日本大震災における原子力発電所の事故に

よる災害に対処するための避難住民に係る

事務処理の特例及び住所移転者に係る措置

）に関する法律案 閣法第88号 衆議院送付（ ）（

東日本大震災における原子力発電所の事故に

よる災害に対処するための地方税法及び東

日本大震災に対処するための特別の財政援

助及び助成に関する法律の一部を改正する

法律案（閣法第89号 （衆議院送付））

以上両案について片山総務大臣から趣旨説明

を、東日本大震災における原子力発電所の

事故による災害に対処するための避難住民

に係る事務処理の特例及び住所移転者に係

る措置に関する法律案（閣法第88号 （衆議）

院送付）の衆議院における修正部分につい

て修正案提出者衆議院議員稲見哲男君から



説明を聴いた。

○平成23年８月４日(木)（第21回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

東日本大震災における原子力発電所の事故に

よる災害に対処するための避難住民に係る事

務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関

する法律案（閣法第88号 （衆議院送付））

東日本大震災における原子力発電所の事故に

よる災害に対処するための地方税法及び東日

本大震災に対処するための特別の財政援助及

び助成に関する法律の一部を改正する法律案

（閣法第89号 （衆議院送付））

以上両案について片山総務大臣、五十嵐財務

副大臣、鈴木総務副大臣、浜田総務大臣政務

官、 坂総務大臣政務官、岡本厚生労働大臣

政務官及び政府参考人に対し質疑を行った

後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

山崎力君（自民 、魚住裕一郎君（公明 、） ）

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

（ ）、 （ ）片山虎之助君 日改 又市征治君 社民

（閣法第88号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民、無

反対会派 なし

（閣法第89号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民、無

反対会派 なし

なお、東日本大震災における原子力発電所の

事故による災害に対処するための避難住民に

係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措

置に関する法律案（閣法第88号 （衆議院送）

付）について附帯決議を行った。

○平成23年８月23日(火)（第22回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

運輸事業の振興の助成に関する法律案（衆第

について提出者衆議院27号 （衆議院提出））

総務委員長代理赤澤亮正君から趣旨説明を聴

き、同赤澤亮正君、同稲見哲男君、片山総務

大臣及び池口国土交通副大臣に対し質疑を

行った後、可決した。

〔質疑者〕

（ ）、 （ ）、片山さつき君 自民 石川博崇君 公明

寺田典城君（みん 、山下芳生君（共産 、） ）

片山虎之助君（日改）

（衆第27号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民、無

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

東日本大震災による被害を受けた合併市町村

に係る地方債の特例に関する法律案（衆第28

について提出者衆議院総号 （衆議院提出））

務委員長代理坂本哲志君から趣旨説明を聴

き、同稲見哲男君、片山総務大臣、小泉国土

交通大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行った後、可決した。

〔質疑者〕

武内則男君（民主 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

（衆第28号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 共産

日改、社民、無

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

東日本大震災に係る災害復旧及び災害からの

復興のための臨時の交付金の交付に関する法

について発議者参議院議員律案（参第16号）

礒崎陽輔君から趣旨説明を聴いた。

○平成23年８月25日(木)（第23回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

東日本大震災に係る災害復旧及び災害からの

復興のための臨時の交付金の交付に関する法

について発議者参議院議員律案（参第16号）

、 、 、礒崎陽輔君 同中西祐介君 同魚住裕一郎君

、 、 、同小熊慎司君 同荒井広幸君 片山総務大臣

池田経済産業副大臣、三井国土交通副大臣、

小泉国土交通大臣政務官及び政府参考人に対

し質疑を行い、国会法第57条の３の規定によ

り内閣の意見を聴き、討論の後、可決した。

〔質疑者〕

武内則男君（民主 、山崎力君（自民 、石） ）



川博崇君（公明 、寺田典城君（みん 、山） ）

下芳生君（共産 、又市征治君（社民））

（参第16号）

、 、 、 、 、賛成会派 自民 公明 みん 共産 日改

社民

反対会派 民主、無

なお、附帯決議を行った。

地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する

につい法律案（閣法第49号 （衆議院送付））

て片山内閣府特命担当大臣から趣旨説明を聴

いた後、同大臣、小宮山厚生労働副大臣、

坂総務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑

を行った。

〔質疑者〕

藤川政人君（自民 、中西祐介君（自民 、） ）

（ ）、 （ ）、魚住裕一郎君 公明 寺田典城君 みん

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

○平成23年８月26日(金)（第24回）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関す

につる法律案（閣法第49号 （衆議院送付））

いて討論の後、可決した。

（閣法第49号）

、 、 、 、 、賛成会派 民主 自民 公明 みん 日改

社民、無

反対会派 共産

なお、附帯決議を行った。

○平成23年８月31日(水)（第25回）

請願第1437号外２件は、採択すべきものにし

て、内閣に送付するを要するものと審査決定

し、第1789号外２件を審査した。

郵政民営化の確実な推進のための日本郵政株

式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株

式の処分の停止等に関する法律を廃止する等

の継続審の法律案（第176回国会参第４号）

査要求書を提出することを決定した。

行政制度、公務員制度、地方行財政、選挙、

消防、情報通信及び郵政事業等に関する調

査の継続調査要求書を提出することを決定

した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。

委員派遣

○平成23年５月12日(木)

東日本大震災による自治体行政機能、消防、

情報通信及び郵政事業の被害状況等に関する

実情調査

〔派遣地〕

宮城県

〔派遣委員〕

（ ）、 （ ）、藤末健三君 民主 片山さつき君 自民

（ ）、 （ ）、魚住裕一郎君 公明 吉川沙織君 民主

礒崎陽輔君（自民 、世耕弘成君（自民 、） ）

山本順三君（自民 、寺田典城君（みん 、） ）

（ ）、 （ ）、山下芳生君 共産 片山虎之助君 日改

又市征治君（社民）

（３）委員会決議

―平成二十三年東北地方太平洋沖地震への対応

及び自立的かつ持続的な財政運営を可能とする地方財政制度の構築に関する決議―

平成二十三年東北地方太平洋沖地震により被災した地方公共団体等に対する万全の行財政支援を

講ずるとともに、引き続き個性豊かで活力に満ちた分権型社会にふさわしい自立的かつ持続的な地

方税財政システムの確立に向けて、政府は、次の諸点について格段の努力をすべきである。

一、平成二十三年東北地方太平洋沖地震の復旧・復興については、被災地域の災害対策の強化を図

るため、行政機能を大きく喪失した地方公共団体等への職員の派遣等により十全な支援を講ずる



とともに、国と地方公共団体間の連絡・調整・情報共有に配意した支援体制の構築に万全を期す

ること。

また、平成二十三年度補正予算の編成に当たっては、被災状況を的確に把握し、所要の地方交

付税措置をはじめ十分な地方財政措置を講じ、被災地域の地方公共団体に対して万全の対策を講

ずるとともに、被災地域の応援等を行った地方公共団体に対する財政措置も講ずること。

二、現下の厳しい経済環境の下において、地方の疲弊が極めて深刻化していることに鑑み、地方交

付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が十分発揮できるよう、引き続

き、地方税等と併せ地方公共団体の安定的な財政運営に必要な総額の充実確保を図るとともに、

税制の抜本的な改革に向けて、法定率の引上げを含めた抜本的な見直しを検討し、特例措置に依

存しない持続可能な制度の確立を目指すこと。

三、地方税については、地方財政の自主性・自立性を確立するとともに、地方公共団体間の格差是

正を図る観点に立って、地方消費税の拡充・強化をはじめ、国、地方を通ずる税体系の抜本的な

見直しと国、地方間の税源配分の見直しなどを行い、速やかに偏在度が小さく、安定的で充実し

た財源の確保を可能とする地方税制の構築を図ること。

四、巨額の借入金に係る元利償還が地方公共団体の財政運営を圧迫し、諸施策の実施を制約しかね

ない状況にあることに鑑み、計画的に、地方財政の健全化を進めるとともに、臨時財政対策債を

はじめ、累積する地方債の元利償還については、将来において地方公共団体の財政運営に支障が

生じることのないよう、万全の財源措置を講ずること。

五、地方債制度及びその運用の在り方については、地方債の円滑な発行と流通、保有の安全性を確

保するとともに、地方公共団体の自主的・主体的な財政運営に資する観点から、見直しを検討す

ること。

六、地方税財政に係る諸制度の見直しに当たっては、財政基盤の脆弱な市町村に対し、特段の配慮

を行うこと。特に、今回、地方交付税の総額に対する特別交付税の割合を引き下げ、普通交付税

に移行させるに当たっては、この点に十分留意すること。

七、地域自主戦略交付金については、国と地方の協議を通じ、その運用に地方の意見を十分反映さ

せるとともに、これへの移行を契機とした国庫補助負担金の総額の削減を行わないこと。

八、政策的促進策の下に、多くの市町村合併が行われてから相当の期間が経過している現在、合併

当時に予想できなかった社会経済情勢の変動が生じている団体も多いことに鑑み、合併市町村の

合併に伴う特例措置の適用状況と行財政運営の現状を分析し、これを踏まえ、合併市町村の今後

の行財政運営に不測の支障が生じることがないよう、適切な措置を講ずること。

なお、市町村合併による議員定数の減少、行政改革に伴う議員定数及び報酬の削減等を背景と

する地方議会議員年金制度の廃止については、年金受給権者等に対し十分な説明を行う等円滑な

廃止に向け最大限の配慮を行うとともに、国民の政治参加や人材確保の観点を踏まえた新たな年

金制度の可能性についても検討を行うこと。

右決議する。


